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「計画相談支援」重要事項説明書 

 

本重要事項説明書は、当事業所と計画相談支援サービスに関する利用契約の締結を希望さ

れる方に対して、事業所の概要や提供される相談支援の内容、契約上ご注意いただきたいこ

とを説明するものです。 

 

※ 本事業所では、利用者に対して障害者総合支援法及び児童福祉法に基づく計画相

談支援サービスを提供します。計画相談支援サービスの利用は、原則として介護

給付費等又は地域相談支援給付費等又は障害児相談支援給付費の支給決定を受

けた方が対象となります。 

 

１．事業者 

名 称 一般社団法人 九大学研都市圏の新しい暮らしをつくる協会 

所在地 福岡県福岡市西区富士見 2 丁目 16-19-205 

電話番号 092-836-8816 

代表者氏名 代表理事 澤 高明 

設立年月 平成 25 年 ７月 19 日 

 

２．事業所の概要 

事業所の種類 
指定特定相談支援事業所 ・平成 26 年 12 月 1 日指定福岡市 

指定障がい児相談支援事業所・平成 26 年 12 月 1 日指定福岡市 

事業の目的 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年 

法律第１２３号）に基づく指定特定相談支援事業及び児童福祉法（昭和２２ 

年法律第１６４号）に基づく指定障害児相談支援事業（以下、「事業」とい 

う。）の適正な運営を確保するために必要な人員及び運営管理に関する事項 

を定め、事業の円滑な運営管理を図るとともに、指定計画相談支援及び指定 

障害児相談支援を利用する障害者又は障害児の保護者（以下、「利用者」と 

いう。）に対し、適切な相談及び援助を行うことを目的とする。 

事業所の名称 こども相談うらら 

事業所の所在地 福岡県福岡市西区周船寺 1 丁目 15-22 

電話番号 092-836-8816 

管理者氏名 澤 美奈子 

開設年月 平成 26 年 12 月 1 日 

事業所が行なって

いる他の業務 

放課後等デイサービス ・平成 26 年３月１日指定 福岡市 

糸島市日中一時支援  ・平成 26 年 11 月１日指定 糸島市 

ヘルパーサービス   ・平成 29 年４月１日指定 福岡市 

 

３．事業実施地域 

福岡市（元岡中校区、玄洋中校区、北崎中校区）糸島市（前原東中校区） 
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４．営業時間 

営業日 
月曜日から金曜日までとする。 

ただし、前月までに決定する休所日を除く。 

受付時間 午前 10 時から午後 3 時までとする。 

 

 

５．職員の体制 

 事業所における職員の職種、員数及び職務内容は次のとおりとする。 

（１）管理者      １名 

    管理者は、従業員の管理、指定計画相談支援及び指定障害児相談支援の利用の申込に係

る調整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行うととともに、事業の実施に関

し、法令等において規定されている事項について、事業所の従業者に対し遵守させるため

に必要な指揮命令を行う。 

 

（２）相談支援専門員  １名以上 

    相談支援専門員は、地域の利用者からの日常生活全般に関する相談、サービス等利用計

画及び障害児支援利用計画の作成に関する業務を行う。 

 

 

６．当事業所が提供するサービスと利用料金 

（１）提供するサービス 

 

（サービス利用支援） 

① 事業者は､次の各号に定める事項を相談支援専門員に担当させサービス利用の支援をしま

す。作成に当たっては、継続的､計画的に適切な保健、医療､福祉、就労支援等のサービス

（以下「福祉サービス等」という。）の利用が継続的かつ効率的に行われるようにします。 

② 当該地域における障がい福祉サービス事業者等に関するサービスの内容､利用者等の情報

を適正に利用者及びその家族に提供します。 

③ 利用者の居宅等を訪問し利用者及び家族に面接を行い､利用者の心身の状況、環境、日常生

活全般の状況､サービスの利用意向等の評価を行い、解決すべき課題等（アセスメント）を

把握します。 

④ 解決すべき課題等に対応する福祉サービス等の組み合わせについて検討し､利用者及び家

族の意向等を踏まえ総合的援助の方針、生活全般の解決すべき課題，提供される福祉サー

ビス等の目的（長期・短期）及びその達成時期､種類・内容等やサービスを提供する上での

留意点、モニタリングの期間に係る提案を盛り込んだサービス等利用計画案を作成します。 

⑤ 当該サービス等利用計画案又は障害児支援利用計画案の内容について、利用者及び家族に

説明し､同意を得て交付します。 

⑥ 支給決定もしくは支給決定の変更決定、または地域相談支援給付決定後に､障がい福祉サー

ビス事業者等との担当者会議を開催し、連絡調整を行いサービス等利用計画又は障害児支

援利用計画を作成し利用者又は家族に説明し、利用者の同意を得て交付します。 
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（継続サービス利用支援） 

① 相談支援専門員は、サービス事業者等に対して、サービス等利用計画又は障害児支援利用

計画に基づき、サービスが提供されるよう、サービス事業者等との連絡調整を行います。 

② 相談支援専門員は、サービス等利用計画又は障害児支援利用計画作成後は継続支援サービ

スとして(決定されたモニタリング期間）、利用者及び家族、サービス事業者等との連絡を

継続的に行なうことによりサービス等利用計画又は障害児支援利用計画の実施状況の把握

を行い､必要に応じて当該計画の変更、サービス事業者等との連絡調整その他の便宜の提供

を行います。 

③ 相談支援専門員は、サービス等利用計画又は障害児支援利用計画の実施状況の把握にあた

り、継続支援サービスとして必要なモニタリングを実施します。また、利用者の状況に著

しい変化があったときは、利用者の居宅を訪問し、利用者及び家族に面接します。 

 ④ ご利用者が居宅において日常生活を営むことが困難と認められる場合又はご利用者が障が

い者支援施設等への入院又は入所を希望する場合には，障がい者支援施設等への紹介その

他の便宜の提供を行います。 

⑤ サービス等利用計画又は障害児支援利用計画の変更 

   利用者がサービス等利用計画又は障害児支援利用計画の変更を希望した場合、または事業

者がサービス等利用計画又は障害児支援利用計画の変更が必要と判断した場合は、事業者

と利用者双方の合意に基づきサービス等利用計画又は障害児支援利用計画を変更します。 

 

（２）利用料金 

① 提供するサービスの料金とその利用者負担額について 

事業者が介護給付費額の代理受領を行わない場合は、下記の金額をいったんお支払いいた

だきます。この場合、利用者に「サービス提供証明書」を交付します。（「サービス提供証

明書」と「領収書」を添えてお住まいの市町村に申請すると介護給付費が支給されます。） 

計画相談支援サービスに関する利用料金について、事業者が法律の規定に基づいて、市町 

村から法定代理受領の場合は、ご利用者の自己負担はありません。 

 

②給付費及び加算等について 

<報酬単価>①障がい児支援利用援助費（Ⅰ）                        1606 単位/月  

 サービス利用支援費（Ⅰ）              1458 単位/月 

※以下のいずれかを満たさない場合には、所定単位数を算定しないもの。  

ａ.障がい児支援利用計画等の作成に当たって利用者の居宅等への訪問による面接等 

ｂ.障がい児支援利用計画案等の説明並びにの文書による同意 

c. 障がい児支援利用計画案等及び障がい児支援利用計画等の交付 

d.サービス担当者会議の開催等による担当者への説明及び専門的な意見の聴取 

 

       ②継続障がい児支援利用援助費（Ⅱ）                 1306 単位/月 

        継続サービス利用支援費（Ⅰ）           1207 単位/月 
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・障がい児等の居宅への訪問等による面接等  

・障がい児支援利用計画等の変更についての上記 a から d までに準じた手続きの実施  

 

＜利用者負担上限額管理加算＞ 

事業所が利用者負担額合計額の管理を行った場合に加算   １５０単位／月 

 

＜初回加算＞ 

 新規にサービス等利用計画を作成する場合、または計画相談支援対象障害者等が障がい 

福祉サービス等を利用する月の前６月間において障がい福祉サービス及び地域相談支援を 

利用していない場合に加算。                 300 単位/月 

 

＜入院時情報連携加算＞  

入院時に医療機関が求める利用者の情報を、利用者等の同意を得た上で 提供した場合に加

算。 ※ （Ⅰ）は医療機関を訪問しての情報提供。（Ⅱ）は医療機関への訪問以外の方法での

情報提供。                     （Ⅰ） 200 単位/月 

                          （Ⅱ） 100 単位/月 

＜退院・退所加算＞  

  病院、診療所、障がい者支援施設等へ入院・入所をしていた障がい者等が退院・退所し、 

障がい福祉サービス又は地域相談支援を利用する場合に、医療 機関等の多職種との面談によ 

る情報収集や退院・退所時のカンファレンスに参加して情報収集を行った上でサービス等利 

用計画を作成した場合に加算。                200 単位/回 

 

＜居宅介護支援事業所等連携加算 ＞ 

介護保険サービスの利用へ移行する場合に、指定特定相談支援事業所が利用者の心身の状

況、置かれている環境やアセスメント等の情報及びサービス等利用計画の内容等について、

利用者等の同意を得た上で指定居宅介護支援事業所又は指定介護予防支援事業所に提供し、

居宅サービス計画等の作成に協力した場合に加算        100 単位/月  

 

＜医療・保育・教育機関等連携加算＞  

サービス利用支援の実施時において、障害福祉サービス等以外の医療機関、保育機関、教

育機関等の職員と面談等を行い、必要な情報提供を受け協議等を行った上で、サービス等利

用計画を作成した場合に加算。                100 単位/月 

  

＜サービス担当者会議実施加算＞  

   継続サービス利用支援の実施時において、利用者の居宅等を訪問し利用者 に面接すること

に加えて、サービス等利用計画に位置付けた福祉サービス等の担当者を招集して、利用者等

の心身の状況等やサービスの提供状況について確認するとともに、計画の変更その他必要な

便宜の提供について検討を行った場合に加算。         100 単位/月  
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＜サービス提供時モニタリング加算＞  

継続サービス利用支援の実施時又はそれ以外の機会において、サービス等利用計画等に位

置付けた福祉サービス事業所等を訪問し、サービス提供場面を直接確認することにより、サ

ービスの提供状況について詳細に把握し、確認結果の記録を作成した場合に加算。 

100 単位/月  

＜行動障害支援体制加算 ＞【要届出】  

行動障害のある知的障がい者や精神障がい者に対して適切な計画相談支援等を実施する

ために、強度行動障害支援者養成研修（実践研修）を修了し、 専門的な知識及び支援技術を

持つ相談支援専門員を事業所に配置した上で、その旨を公表している場合に加算。 

35 単位/月 

 

＜要医療児者支援体制加算＞ 【要届出】  

重症心身障害など医療的なケアを要する児童や障がい者に対して適切な計画相談支援等

を実施するために、医療的ケア児等コーディネーター養成研修を修了し、専門的な知識及び

支援技術を持つ相談支援専門員を事業所に配置した上で、その旨を公表している場合に加算。 

35 単位/月  

  

＜精神障害者支援体制加算＞ 【要届出】  

精神科病院等に入院する者及び地域において単身生活等をする精神障がい者に対して、地 

域移行支援や地域定着支援のマネジメントを含めた適切な計画相談支援等を実施するために、

地域生活支援事業による精神障害者支援の障害特性と支援技法を学ぶ研修又は精神障害者の

地域移行関係職員に対する研修を修了し、専門的な知識及び支援技術を持つ相談支援専門員

を事業所に配置した上で、その旨を公表している場合に加算。   35 単位/月 

 

③ 交通費 

   事業者は、利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域の利用者を訪問して指定 

計画相談支援又は指定障害児相談支援を行う場合には、それに要した交通費の支払いを利用 

者から受けることができる。なお、事業所の自動車を使用した場合の交通費は次の額を徴収 

することとする。 

   １） 実施地域（詳細は下記参照）………………………  無料 

   ２） 東区、南区除く福岡市、糸島市内の実施地域外……1 回の訪問につき  1000 円 

   ３） 福岡市東区、南区、糸島市を除く福岡市外‥‥… １回の訪問につき     2000 円   

          

 

●：当事業所 

中央囲み：事業実施地域 

左右囲み：1000 円/回 

そ の 他：2000 円/回 
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事業実施地域詳細（平成 31 年４月 1 日現在） 

小 中 町 名 区     域 

元岡小 元岡中 周船寺 1 丁目 13 番(25 号,28 号),2 丁目 19 番,20 番 

大字桑原 全域 

大字元岡 全域 

元浜 1 丁目～4 丁目 

大字田尻 全域(ただし、玄洋小区域を除く) 

田尻 1 丁目 

太郎丸 1 丁目～４丁目 

大字太郎丸 全域 

九大新町 全域 

泉 1 丁目～３丁目 

富士見 1 丁目～３丁目 

周船寺小 宇田川原 全域 

大字千里 全域 

大字飯氏 全域 

大字周船寺 全域 

大字徳永 660 

周船寺 1 丁目(ただし、13 番(25 号,28 号)を除く･･･ 元岡小),2

丁目 1 番～18 番,3 丁目 

西都小 北原 １丁目 

徳永北 全域 

女原北 全域 

大字女原 全域 

大字徳永 全域(ただし、660，1149，1150，1167， 1168 を

除く・・・660 は周船寺小，1149， 1150，1167，

1168 は玄洋小) 

西都 １丁目、２丁目 

玄洋小 玄洋中 今宿 1 丁目～3 丁目(ただし、3 丁目の一部（3 丁 目 111 番及

び今宿町 11 番，16 番の一部（26 番東側の踏切，ロータ

リー部分））を除く･･･ 今宿小) 

横浜 1 丁目～３丁目 

大字田尻 2550～2554,2557～2567,2568 の一部 

大字徳永 1149，1150，1167，1168 

今宿小 今宿 3 丁目 111 番及び今宿町 11 番，16 番の一部 （26 番東

側の踏切，ロータリー部分 

今宿町 全域 

今宿上ノ原 全域 

今宿青木 全域 

今宿駅前 １丁目 

今宿東 1 丁目～３丁目 

今宿西 １丁目 

今津小 今津 全域 

北崎小 北崎中 大字草場、大字小田、大字宮浦、大字西浦全域 

怡土小 前原東中 瑞梅寺、井原、三雲、曽根、井田、高来寺、大門、高祖、末永、西堂、王

丸、川原全域 

波多江小 高田東、高田西、池田南、池田北、板持、波多江全域 

東風小の

一部 

内志登、潤南、潤北全域 

※通学区域変更があればそれに準ずる 
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③ 利用料金のお支払い方法 

※ 利用料、その他の費用の支払いについては翌月の 11 日から 20 日までに 

ご請求します。また、お支払いは 25 日までにお願いします。 

※ 支払い期日から３月以上遅延し、故意に支払いの督促から１か月以内にお支払が 

ない場合には、契約を解約した上で、未払い分をお支払いただくことがあります。 

 

 

７．サービスの利用に関する留意事項                   

サービス提供時に、担当の相談支援専門員を決定します。担当の相談支援専門員が交替する

場合は、予め利用者に説明するとともに、利用者及びその家族等に対してサービス利用上の不

利益が生じないよう十分に配慮します。 

利用者から特定の相談支援専門員を指名することはできませんが、相談支援専門員について

お気づきの点やご要望がありましたら、お客様相談窓口等にご遠慮なく相談ください。 

 

 

８．利用者の記録や情報の管理、開示について 

本事業所では、関係法令に基づいて、利用者の記録や情報を適切に管理し、利用者の求めに

応じてその内容を開示します。（開示に際して必要な複写料などの諸費用は、利用者の負担と

なります。）保存期間は、計画相談支援サービスを提供した日から５年間です。 

 

 

９．緊急時の対応 

   サービス提供にあたり事故，体調の急変等が生じた場合は，事前の打ち合わせに基づき主

治医，救急機関等に連絡します。 

 

 

１0．苦情等の受付について 

苦情対応窓口 

サービスに対する苦情やご意見などは以下の専用窓口で受け付けます。 

 ○苦情対応窓口（苦情受付担当者）  澤 美奈子 

    ○受付時間   9：00～14：00 

    ＜当法人第三者委員氏名 大久保 恒平＞ 

 

 

１1．虐待の防止について 

   事業者は，虐待に関する責任者を定め，成年後見制度の利用支援や従業者に対する虐待の

防止を啓発・普及するための研修の実施に努めます。 

   ○虐待防止に対する責任者   澤 高明 

 

 

 


